
●経済同友会「未来への希望を開く税制改革」
（2016年10月3日）
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●OECD「対日経済審査報告書」（2017年4月）
「キャピタルゲイン、配当、利子所得への税率を２５％にひき
あげることで、税収を増加させ（る）」

〈提言〉

株式譲渡所得および配当所得課税の税率を５％程度引き上
げる。


